
総 務 費
（４３．６％）

市　税
（６３．６％）

民 生 費
（３５．１％）

地方交付税

（７２．６％）

教 育 費
（２４．２％）

国・県支出金

（３６．２％）

土 木 費
（１５．７％）

繰 越 金
（１１６．６％）

繰 入 金
（０．０％）

衛 生 費
（３７．９％）

地方消費税
交付金

（６５．６％）

農林水産業費

（１８．５％）

消 防 費
（６４．８％）

使用料及び
手数料

（４６．６％）

公 債 費
（４７．０％）

市　債
（０．０％）

そ の 他
（３９．３％）

そ の 他
（４８．３％）

税の種類 収入済額 収入率

市民税 ７億８２５８万２千円 ５２．５％

固定資産税 １３億９６４万２千円 ６０．０％

軽自動車税 ８７４６万１千円 ８８．９％

市たばこ税 ７８５５万７千円 １００．０％

合　計 ２２億５８２４万２千円 ６３．６％

１世帯・１人当たりに換算すると…
人口３９，７８３人、世帯数１５，３０３世帯

　　　　　　　　　（平成２１年９月末日現在）

市税負担額

サービス享受額

１世帯当たり

　　２５１，６２０円

１人当たり

　　 ９６，７８９円

１世帯当たり

　　４２８，６０８円

１人当たり

　　１６４，８６９円

※予算現額は、２１年度予算に２０年度からの繰越予算額を加えたものです。

（　）は支出率 （　）は収入率

予算現額

支出済額

予算現額

収入済額

１８４億２０１３万３千円

９６億７５１８万２千円

１８４億２０１３万３千円

６５億５８９８万６千円

《 歳 出 》 《 歳 入 》

３５億４８９１万円

２２億５８２４万２千円

５９億２０４万５千円

４２億８７２７万円

３６億９８６０万８千円

１３億３７９１万８千円

１０億３１７３万６千円

１２億３０６万円

４億７２０９万７千円

０円

３億円

１億９６７０万３千円

２億１４４５万円

９９８９万８千円

２５億８４０万円

０円

７億４３８８万７千円

２億９２０９万１千円

３３億２０４３万７千円

１４億４８８９万６千円

４６億７５２６万８千円

１６億４１８６万３千円

２３億７３５４万８千円

５億７４００万７千円

１９億２０７６万１千円

３億１８４万４千円

１３億６０４万８千円

４億９５５８万１千円

１１億２０９２万８千円

２億７３９万４千円

７億９５２０万８千円

５億１５６２万２千円

２４億２８１３万２千円

１１億４２００万３千円

４億７９８０万３千円

２億３１７７万６千円

市税内訳

伊予市の財政平成２１年度
上半期

平成２１年度上半期（平成２１年４月１日～９月３０日）の予算執行状況

を公表します。

一般会計

広報いよし (�)



会　計　名 予　算　額 収 入 済 額 支 出 済 額

国民健康保険（事業勘定） ４６億６２６０万９千円 １６億１６９７万８千円 １９億３７３３万８千円

国民健康保険（診療施設勘定） １億７９７０万５千円 １億１５２８万９千円 ７６７０万３千円

老人保健 １４０５万３千円 ８９万５千円 １１１５万２千円

介護保険 ３６億６０２４万２千円 １４億３００４万３千円 １３億７６２９万５千円

簡易水道 １億５６２７万５千円 ３５０１万円 ６８７３万１千円

飲料水供給施設 ５２３万３千円 ８５万９千円 １２８万５千円

浄化槽整備 ３２３９万７千円 ５０９万１千円 ６１７万９千円

農業集落排水 ２億３６７２万９千円 ４２９７万８千円 ７４８８万６千円

伊予港上屋 ９７８万７千円 １０２０万１千円 １１０万９千円

公共下水道 １４億７０４０万７千円 ８９３４万２千円 ３億８８０７万６千円

特定環境保全公共下水道 ７６７９万円 ７１０万８千円 ３６５６万３千円

介護サービス事業 ２４０１万５千円 ６４０万２千円 ７６４万７千円

後期高齢者医療 ３億９８９１万６千円 １億２２４８万２千円 １億２６５０万５千円

都市総合文化施設運営事業 ７７２２万２千円 ７６６６万４千円 ４８８万２千円

土地 １，９７４，２９１㎡

建物 ２２５，０９７㎡

基金 ４０億２５９０万９千円

有価証券など ４億８８８万８千円

一般公共事業 ２２億１１６８万２千円

一般単独事業 ４０億５５６９万６千円

義務教育事業 １３億９２６１万５千円

過疎対策事業 ２２億３０２３万９千円

臨時財政対策債 ４２億３３０７万４千円

その他 ２１億９６７１万５千円

合計 １６３億２００２万１千円

簡易水道 １０億６５５１万３千円

飲料水供給施設 １７７７万円

浄化槽整備 ６７５１万３千円

農業集落排水 ６億８１２６万６千円

公共下水道 ６８億２３０９万２千円

特定環境下水道 ４億９２５９万９千円

合計 ９１億４７７５万３千円

■総務費…市の全体的管理や自治振興、選挙などに

かかる費用

■民生費…高齢者・障害者・児童福祉など、福祉の

増進にかかる費用

■土木費…道路や河川などの整備にかかる費用

■衛生費…し尿・ごみ処理のほか、健康診断・予防

接種などにかかる費用

■公債費…市が借りているお金の返済にかかる費

用

■市税…市民税、固定資産税、軽自動車税、市たば

こ税など

■地方交付税…一定の基準により、国が市に交付す

るお金

■国・県支出金…国・県が特定の事務・事業などに

対して交付する負担金や補助金など

■地方消費税交付金…地方消費税の一部を、県が市

に交付するお金

■市債…市が事業を行うために借りるお金

　特定の事業を行う際に、一般の歳入歳出と区別して経理するため、条例により特別会計を設けています。例

えば、特定の方の相互扶助が目的である国民健康保険や、使用料などで運営される下水道事業などがこれに該

当します。

《一般会計》 《特別会計》

主な財政用語《歳　出》 《歳　入》

特別会計

市債（借入金）現在高

市の財産

広報いよし(�)


